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１
．
経
営
判
断
指
標
と
は

　

私
学
事
業
団
で
は
、
私
立
学
校
の
経
営
革
新

方
策
と
経
営
困
難
・
破
綻
に
陥
っ
た
場
合
の
具

体
的
対
策
の
検
討
を
行
っ
て
き
た
学
校
法
人
活

性
化
・
再
生
研
究
会
の
最
終
報
告
を
本
年
八
月

に
発
表
し
ま
し
た
。
こ
の
中
で
、「
自
己
診
断

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
」
と
「
定
量
的
な
経
営
判
断

指
標
に
基
づ
く
経
営
状
態
の
区
分
」
を
提
示
し

て
い
ま
す
。

　

学
校
法
人
の
経
営
破
綻
を
予
防
す
る
た
め
に

は
、
経
営
悪
化
の
兆
候
を
早
期
に
発
見
し
、
回

復
の
可
能
性
が
あ
る
時
点
で
警
鐘
を
鳴
ら
す
こ

と
が
重
要
で
す
。
経
営
状
態
の
回
復
に
は
数
年

に
及
ぶ
時
間
が
か
か
る
の
が
通
例
で
あ
り
、
万

一
募
集
停
止
を
行
っ
た
場
合
で
も
、
学
生
を
卒

業
さ
せ
る
ま
で
に
は
一
定
の
年
数
と
経
費
が
か

か
り
ま
す
。
経
営
悪
化
の
兆
候
を
見
落
と
せ
ば
、

ひ
い
て
は
在
学
生
を
卒
業
さ
せ
る
こ
と
が
で
き

ず
に
学
校
法
人
が
破
綻
す
る
と
い
う
最
悪
の
事

態
に
繋
が
り
か
ね
ま
せ
ん
。
よ
っ
て
経
営
悪
化

の
兆
候
を
早
期
に
発
見
す
る
た
め
、
学
校
法
人

自
身
と
本
事
業
団
等
が
そ
れ
ぞ
れ
経
営
状
態
を

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
す
る
た
め
の
指
標
を
設
定
し
ま

し
た
。

　

自
己
診
断
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
は
、
学
校
法
人

自
身
が
財
務
比
率
や
管
理
運
営
の
チ
ェ
ッ
ク
を

行
い
、
経
営
上
の
問
題
点
を
把
握
す
る
た
め
の

「
健
康
診
断
書
」
の
よ
う
な
も
の
で
す
。
こ
れ

ま
で
本
事
業
団
が
示
し
て
き
た
財
務
比
率
を
組

み
合
せ
た
「
財
務
比
率
等
に
関
す
る
チ
ェ
ッ
ク

リ
ス
ト
」
と
、
学
校
法
人
の
経
営
者
を
対
象
に

定
性
的
要
因
に
関
す
る
質
問
項
目
を
設
け
た

「
管
理
運
営
等
に
関
す
る
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
」

の
二
部
構
成
に
な
っ
て
い
ま
す
。
財
務
比
率
の

項
目
で
は
、
従
来
の
相
対
評
価
（
全
法
人
の
中

で
の
自
法
人
の
位
置
）
に
加
え
て
、
新
た
に
絶

対
評
価
（
適
正
値
や
目
標
値
と
の
比
較
）
や
趨

勢
評
価
（
四
年
前
に
比
べ
て
状
況
が
改
善
し
て

い
る
か
否
か
）
を
設
け
ま
し
た
。

　

一
方
で
経
営
判
断
指
標
は
、
学
校
法
人
の
破

綻
を
防
止
す
る
観
点
か
ら
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ

ー
（
C
F
）
を
ベ
ー
ス
に
し
た
一
定
の
指
標
に

よ
り
学
校
法
人
の
経
営
状
態
を
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

し
、
本
事
業
団
と
文
部
科
学
省
が
指
導
・
助
言

を
開
始
す
る
時
期
を
判
断
す
る
目
安
と
す
る
も

の
で
す
。
こ
こ
で
は
経
営
判
断
指
標
の
見
方
に

つ
い
て
解
説
し
ま
す
。

２
． 

経
営
判
断
指
標
の
見
方

　

学
校
法
人
の
破
綻
と
は
資
金
シ
ョ
ー
ト
、
つ

ま
り
外
部
へ
の
支
払
い
が
で
き
な
く
な
り
、
学

校
の
機
能
が
停
止
し
て
、
学
生
の
修
学
機
会
を

奪
う
状
態
に
な
る
こ
と
を
い
い
ま
す
。
そ
の
た

め
破
綻
を
防
止
す
る
た
め
の
指
標
と
し
て
は
、

資
金
繰
り
が
成
り
立
つ
か
ど
う
か
が
重
要
で
あ

り
、
損
益
の
状
態
を
表
す
消
費
収
支
計
算
書
関

係
の
比
率
よ
り
も
、
一
年
間
の
教
育
研
究
活
動

の
結
果
と
し
て
、
ど
の
く
ら
い
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ

ロ
ー
を
生
み
出
せ
る
の
か
（
設
備
投
資
や
借
金

返
済
に
使
え
る
現
預
金
が
ど
れ
だ
け
増
減
す
る

か
）
を
重
視
し
ま
し
た
。

　

学
校
法
人
の
資
金
収
支
計
算
書
は
全
て
の
資

金
の
流
れ
が
区
分
な
し
に
記
載
さ
れ
て
い
る
た

め
、
学
校
法
人
の
本
業
で
あ
る
経
常
的
な
教
育

研
究
活
動
の
収
支
状
況
が
ど
う
な
っ
て
い
る
か

が
分
か
り
づ
ら
く
、
実
際
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
の
動

き
と
は
一
致
し
ま
せ
ん
。
そ
こ
で
施
設
設
備
に

関
す
る
収
支
と
財
務
活
動
に
関
す
る
収
支
（
借

入
金
や
資
産
運
用
等
）
を
除
い
て
、
教
育
研
究

活
動
の
経
常
的
な
部
分
で
収
支
差
額
が
ど
の
程

度
生
じ
て
い
る
か
を
把
握
し
ま
す
。
こ
の
教
育

研
究
活
動
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
が
赤
字
だ
っ

た
場
合
に
、
過
去
に
蓄
積
し
た
現
預
金
等
で
何

年
法
人
を
運
営
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
、
一

方
黒
字
だ
っ
た
場
合
に
は
、
借
金
を
何
年
で
返

済
で
き
る
か
を
分
析
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
学

校
法
人
の
経
営
状
態
を
分
類
し
ま
す
。

３
．
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
計
算
書
の
考
え
方

　

資
金
収
支
計
算
書
の
科
目
に
は
、
経
常
的
な

も
の
と
臨
時
的
（
資
産
売
却
等
）
な
も
の
、
収

益
的
支
出
（
経
費
的
な
も
の
）
と
資
本
的
支
出

（
施
設
設
備
等
）、
納
付
金
等
学
校
法
人
の
負
債

と
な
ら
な
い
収
入
（
帰
属
収
入
）
と
借
入
金
な

ど
の
他
人
資
本
に
よ
る
収
入
が
一
緒
に
並
べ
ら

れ
て
い
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
資
金
収
支
計
算
書
の
要
素
を
三
つ

の
活
動
区
分
に
分
類
し
ま
す
。
ま
ず
本
業
の
教

育
研
究
活
動
の
経
常
的
な
部
分
で
ど
の
く
ら
い

キ
ャ
ッ
シ
ュ
ロ
ー
を
生
む
こ
と
が
で
き
る
の
か

を
分
析
し
ま
す
（
表
１
）。
次
に
施
設
・
設
備

関
係
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
と
、
財
務
活
動
の

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
に
区
分
し
ま
す
。
正
常
な

法
人
の
場
合
は
、
本
業
の
教
育
研
究
活
動
の
経

常
的
な
部
分
で
毎
年
プ
ラ
ス
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ

ロ
ー
が
生
ま
れ
、
そ
れ
を
施
設
設
備
投
資
に
回

し
、
足
り
な
い
部
分
を
財
務
活
動
で
銀
行
か
ら

借
り
て
く
る
、
も
し
く
は
教
育
研
究
活
動
で
生

学
校
法
人
活
性
化
・
再
生
研
究
会
最
終
報
告
に
お
け
る

　
　
　
　
　

 

経
営
判
断
指
標
の
見
方

表１　キャッシュフロー計算書より抜粋

学生生徒等納付金収入 3,002,879
手数料収入 110,368
一般寄付金収入 36,039
日本私立学校振興･共済事業団
補助金収入 308,571

地方公共団体補助金収入 228,683
日本私立学校振興･共済事業団
学術研究振興資金収入

185

資産運用収入 119,286
事業収入 1,296,508
雑収入 125,195
前受金収入 784,033
前期末前受金 △ 782,741

小 計 5,229,006
人件費支出 2,704,312
教育研究経費支出 1,379,718
管理経費支出 331,601
借入金等利息支出 23,737

小 計 4,439,368

教育研究活動のキャッシュフロー 789,638

（注） 数値は「今日の私学財政」平成17年度決算の大学法人
504法人の合計値
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じ
た
プ
ラ
ス
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
を
借
入
金

の
返
済
に
回
す
と
い
う
形
に
な
り
ま
す
。

　

い
ず
れ
に
し
て
も
教
育
研
究
活
動
に
よ
る
キ

ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
が
黒
字
に
な
ら
な
い
と
、
校

舎
の
建
替
え
も
で
き
ず
、
借
金
の
返
済
も
で
き

な
い
と
い
う
こ
と
に
な
り
、
過
去
の
資
産
を
取

り
崩
し
て
経
営
す
る
こ
と
に
な
っ
て
し
ま
い
ま

す
。

４
．
経
営
状
態
の
区
分

　

表
２
を
見
る
と
、
①
は
二
年
連
続
の
赤
字
と

し
て
い
ま
す
が
、
こ
れ
は
単
年
度
で
は
特
殊
な

要
因
で
赤
字
に
な
っ
た
だ
け
と
い
う
場
合
も
あ

り
、
赤
字
体
質
か
否
か
を
判
断
す
る
に
は
複
数

年
度
見
る
必
要
が
あ
る
た
め
で
す
。

　

③
の
大
学
四
年
、
短
大
二
年
と
い
う
の
は
、

そ
れ
ぞ
れ
の
修
業
年
限
で
あ
り
、
改
組
な
ど
で

新
学
部
学
科
を
作
っ
て
も
、
全
て
の
学
年
が
揃

い
、
効
果
が
出
る
の
は
完
成
年
度
後
で
あ
る
た

め
で
す
。

　

④
の
区
切
り
は
、
本
業
か
ら
生
ま
れ
る
キ
ャ

ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
を
全
て
借
入
金
返
済
に
回
し
て

も
十
年
以
上
か
か
る
と
い
う
の
は
、
借
金
が
過

大
で
あ
る
と
い
う
こ
と
で
す
。
ま
た
十
年
と
し

た
の
は
、
産
業
再
生
機
構
の
支
援
の
基
準
が
こ

の
④
と
ほ
ぼ
同
様
の
も
の
で
あ
っ
た
こ
と
、
民

間
銀
行
の
融
資
は
住
宅
ロ
ー
ン
な
ど
を
除
い
て

十
年
を
超
え
る
ケ
ー
ス
は
少
な
い
こ
と
な
ど
か

ら
で
す
。

　

な
お
こ
の
指
標
は
あ
く
ま
で
イ
エ
ロ
ー
ゾ
ー

ン
・
レ
ッ
ド
ゾ
ー
ン
の
法
人
の
候
補
を
抽
出
す

る
も
の
で
、
算
定
に
よ
り
該
当
し
た
法
人
の
全

て
が
イ
エ
ロ
ー
ゾ
ー
ン
・
レ
ッ
ド
ゾ
ー
ン
と
な

る
訳
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
実
際
に
本
事
業
団
や

文
部
科
学
省
が
指
導
・
助
言
を
開
始
す
る
か
ど

う
か
の
判
断
を
行
う
際
は
、
更
に
定
性
的
要
因

（
教
育
条
件
や
特
殊
要
因
、
臨
時
的
要
因
の
有

無
等
）
を
考
慮
し
た
上
で
、
対
応
す
る
学
校
法

人
が
選
定
さ
れ
ま
す
。

　

図
１
の
よ
う
に
、
Ｂ
１
や
Ｂ
３
に
該
当
す
る

場
合
で
あ
っ
て
も
、
①
の
位
置
の
よ
う
に
極
度

に
負
債
が
過
大
で
あ
っ
た
り
、
②
の
よ
う
に
キ

ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
が
枯
渇
し
た
り
し
て
い
る
場

合
は
非
常
に
危
険
な
状
態
で
あ
っ
た
り
、
Ｂ
４

で
あ
っ
て
も
③
の
位
置
の
よ
う
に
負
債
や
赤
字

幅
が
小
さ
い
場
合
は
危
機
的
状
態
で
は
な
い
こ

と
も
あ
り
ま
す
。

　

レ
ッ
ド
ゾ
ー
ン
と
は
学
校
法
人
が
過
大
な
負

債
を
抱
え
て
い
る
等
の
理
由
で
、
金
融
機
関
間

の
調
整
を
行
う
な
ど
外
部
の
力
が
な
け
れ
ば
再

生
が
困
難
な
「
自
力
で
再
生
が
極
め
て
困
難
な

状
態
」
で
あ
り
、
指
標
の
結
果
だ
け
で
判
断
す

る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

５
．
ま
と
め

　

各
学
校
法
人
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
チ
ェ
ッ

ク
リ
ス
ト
と
経
営
判
断
指
標
に
基
づ
き
、
財
務

内
容
と
管
理
運
営
の
確
認
お
よ
び
早
期
改
善
を

継
続
的
に
行
う
こ
と
で
、
健
全
な
経
営
体
制
の

維
持
・
向
上
に
努
力
さ
れ
る
こ
と
を
期
待
い
た

し
ま
す
。
本
事
業
団
で
は
学
校
法
人
活
性
化
・

再
生
研
究
会
の
最
終
報
告
に
基
づ
き
、
私
学
経

営
相
談
セ
ン
タ
ー
の
充
実
・
強
化
を
図
り
、
今

後
と
も
学
校
法
人
の
経
営
支
援
を
行
っ
て
ま
い

り
ま
す
。

　

本
文
中
の
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
、
指
標
の
詳
細

に
つ
い
て
は
、
本
事
業
団
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
私

学
振
興
事
業
本
部
「
教
育
条
件
・
経
営
情
報
支

援
」
に
最
終
報
告
を
掲
載
し
て
い
ま
す
の
で
ご

覧
く
だ
さ
い
。

　

問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

　

私
学
経
営
相
談
セ
ン
タ
ー

　

☎
〇
三
（
三
二
三
〇
）
七
八
五
七

　

Ｅ
メ
ー
ル　

center@
shigaku.go.jp

表２　経営判断指標に基づく経営状態の区分

計算式 判断基準

① 教育研究活動によるキャッシュフロー（ＣＦ）
（資金収支計算書をキャッシュベースへ組み替え）

下記の収入－支出で算定

＊ 1 収入＝学納金 +前受金収入 - 前期末前受金
　　　　　+手数料+一般寄付金＋補助金（施設設備除く）
　　　　　+資産運用 +事業収入 +雑収入
＊ 2 支出＝人件費、教研費、管理経費、借入金利息

教育研究活動によるＣＦが２年連続で赤字であれ
ばＢ２以下、黒字であればＢ 1以上とする

② 外部負債と運用資産の比較
＊ 1  外部負債＝借入金＋学校債＋未払金＋手形債務
＊ 2  運用資産＝現金預金＋引当特定預金＋有価証券

教育研究活動によるＣＦが２年連続赤字のとき、
外部負債と運用資産を比較して外部負債超過なら
Ｂ４、運用資産超過ならＢ３かＢ２

③ （運用資産－外部負債）÷教育研究活動によるＣＦ 教育研究活動によるＣＦが２年連続赤字のとき、
運用資産超過額を４年（短大法人は２年）で使い
切るかでＢ３かＢ２に分類

④ （外部負債－運用資産）÷教育研究活動によるＣＦ 教育研究活動によるＣＦが黒字の場合、外部負債
超過額を 10年で返済できなければＢ１

⑤ 帰属収支差額（臨時的な要素を除く）が黒字か
（帰属収入－消費支出）÷帰属収入

教育研究活動によるＣＦが黒字でも
帰属収支差額が２年連続赤字ならＢ 0

⑥ 帰属収支差額比率（臨時的な要素を除く）が 10％以上
基本金組入後に消費収支が均衡する程度の帰属収支差額
が生じているか

帰属収支差額が黒字でも
黒字幅が 10％未満ならＡ 2

図１　　学校法人の経営状態の区分

※　色の濃い部分が危険な状態を示す

③

ＢＢ４４
ＢＢ３３ ＢＢ２２

Ｂ１

ＢＢ００

ＡＡ２２
ＡＡ１１

教育研究活動のキャッシュフロー黒字

運用資産超過外部負債超過

帰属収支10％

帰属収支均衡

教育研究活動のキャッシュフロー赤字

❶

❷

※経営状態区分の見方

正常状態 予備的段階 イエローゾーン・レッドゾーン

Ａ1 Ａ2 B0 B1 B2 B3 B4

⬇⬇

⬇⬇

⬇⬇

⬇⬇

⬇⬇



　
  

再
生
へ
の
キ
ー
ワ
ー
ド

　
　
　

第
四
回 
〝
私
学
魂
〞
で
産
学
官
連
携
と
私
学
経
営
を
！

　

前
文
部
科
学
省
研
究
環
境
・
産
業
連
携
課
長　

佐
野　

太　

ご希望の方は、お気軽に文部科学省研究環境・
産業連携課研究交流係(03-6734-4244）まで

@sano
産学官連携にとって一番大切なことは？

１．信頼関係と絆（きずな）
２．大学・高専に独創的、先進的なシーズがあること
３．役割の分担と、双方の立場の理解・尊重、目標の共有
４．制度的隘路の解消、各種制度の運用の弾力化
５．目利き人材、コーディネーター等の支援人材
６．窓口機能、知財の管理・活用・契約等の事務局体制
７．企業の機密保持と大学の公共性・公開制とのバランス
８．例外的な問題処理の適切かつ柔軟な対応
９．スピード、トップマネジメント、組織内の意志決定のスムースさ
10．明確なニーズと、研究開発戦略、商品化プラン、マーケティング等の中長期ビジョン
11．国際的な知財マインド（創造・保護・活用）
12．目的と手段をはき違えないこと（産学官連携はイノベーション創出の重要な手段の１つ）
13．社会・国民の受容性の涵養（成果の情報発信等）
14．成功事例・失敗事例の共有
15．行政部門等（国、地方公共団体、振興独法等）における重要施策への位置付け、予算の確保
16．個人の能力発揮を阻害しない
17．その他
（順不同）

4

平成 1 9 年 1 1 月 1 日 第 1 1 9 号

　

二
十
一
世
紀
の
我
が
国
に
お
い
て
は
、
追
い

つ
き
、
追
い
越
せ
の
キ
ャ
ッ
チ
ア
ッ
プ
時
代
の

と
き
と
は
異
な
り
、
も
は
や
、
我
々
の
前
に
進

む
べ
き
用
意
さ
れ
た
道
は
な
く
、
自
ら
目
標
を

定
め
、
創
意
と
工
夫
で
、
道
な
き
と
こ
ろ
に
道

を
切
り
拓
い
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
第

三
期
科
学
技
術
基
本
計
画
に
お
い
て
も
、
厳
し

い
国
際
競
争
の
中
、
独
自
の
研
究
成
果
か
ら
絶

え
ざ
る
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
創
出
し
て
い
か
ね

ば
な
ら
な
い
我
が
国
に
と
っ
て
、
産
学
官
連
携

は
、
そ
の
実
現
の
た
め
の
重
要
な
手
段
で
あ
る

と
位
置
付
け
て
い
る
。

　

私
学
経
営
に
お
い
て
、
個
性
、
特
色
の
あ
る

「
理
念
」、「
ビ
ジ
ョ
ン
」
な
ど
経
営
戦
略
の
明

確
化
が
求
め
ら
れ
る
中
、
今
こ
そ
〝
私
学
魂
〞

で
産
学
官
連
携
と
私
学
経
営
を
行
い
、
教
育
、

研
究
は
も
と
よ
り
、
社
会
貢
献
の
質
を
高
め
る

こ
と
に
よ
り
、
私
学
の
持
続
的
、
発
展
的
な
展

開
を
図
る
と
き
で
あ
る
。

１
．
産
学
官
連
携
は
教
育
研
究
そ
の
も
の
の

　
　

活
性
化
や
人
材
育
成
に
つ
な
が
る

　

産
学
官
連
携
は
手
段
で
あ
り
、
そ
の
目
的
は

教
育
活
動
、
研
究
活
動
、
技
術
移
転
、
技
術
指

導
、
起
業
、
情
報
交
換
な
ど
様
々
で
あ
る
。
こ

れ
ら
の
活
動
に
よ
り
、
地
域
経
済
の
活
性
化
、

企
業
の
利
益
向
上
が
も
た
ら
さ
れ
る
が
、
大
学

に
と
っ
て
は
教
育
研
究
そ
の
も
の
の
活
性
化
や

人
材
育
成
に
つ
な
が
る
と
い
う
意
味
で
非
常
に

重
要
で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
な
産
学
官
連
携
を
行
う
に
当
た
っ

て
何
が
ポ
イ
ン
ト
で
あ
る
か
と
言
う
と
、
例
え

ば
「
例
外
的
な
問
題
処
理
に
適
切
か
つ
柔
軟
に

対
応
」
し
て
い
く
こ
と
と
か
、「
企
業
の
機
密

保
持
と
大
学
の
公
共
性
・
公
開
性
と
の
バ
ラ
ン

ス
」
を
い
か
に
図
っ
て
い
く
か
、さ
ら
に
は
「
目

利
き
人
材
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
等
の
支
援
人

材
の
育
成
確
保
」、「
成
功
事
例
・
失
敗
事
例
の

共
有
」
な
ど
で
あ
る
。

２
．
成
功
事
例
・
失
敗
事
例
の
共
有

　

こ
の
成
功
事
例
・
失
敗
事
例
の
共
有
に
つ
い

て
は
、
十
八
年
六
月
に
『
成
功
・
失
敗
事
例
に

学
ぶ
―
産
学
官
連
携
の
新
た
な
展
開
へ
向
け
て

―
（
こ
う
す
れ
ば
大
学
が
動
く
、
企
業
が
乗
り

出
す
、
地
域
が
発
展
す
る
‼
）』
と
い
う
事
例

集
を
発
行
し
た
（
十
九
年
八
月
時
点
で
、
要
請

に
基
づ
き
一
万
三
千
部
発
行
済
み
）。
ま
た
、

十
九
年
六
月
に
は
『
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
へ

向
け
た
技
術
移
転
事
例
集
』を
発
行
し
た
。「
国

公
私
立
大
学
・
独
立
行
政
法
人
・
高
等
専
門
学

校
の
〝
知
識
と
知
恵
〞
で
国
民
の
生
活
の
向
上

へ
」
と
い
う
副
題
を
つ
け
た
本
事
例
集
は
、
一

つ
の
事
例
を
見
開
き
二
ペ
ー
ジ
で
掲
載
し
、
一

方
を
日
本
語
、
も
う
一
方
を
英
語
と
い
う
構
成

に
し
た
。
図
表
な
ど
も
多
用
し
、
見
や
す
く
分

か
り
や
す
い
も
の
と
し
て
い
る
。
多
く
の
方
に

ご
活
用
い
た
だ
け
れ
ば
幸
い
で
あ
る
。

３
．
信
頼
関
係
と
絆
が
最
も
大
事

　

産
学
官
連
携
の
ポ
イ
ン
ト
に
戻
る
と
、
そ
の

他
、「
制
度
的
隘
路
の
解
消
や
、
各
種
制
度
の

運
用
の
弾
力
化
」、「
国
際
的
な
知
財
マ
イ
ン
ド

の
下
で
知
的
財
産
の
創
造
・
保
護
・
活
用
を
図

る
」
こ
と
な
ど
が
あ
る
。
最
も
重
要
な
点
を
三

つ
挙
げ
る
と
、
①
当
事
者
間
の
「
信
頼
関
係
と

絆
」、
②
「
大
学
等
に
独
創
的
・
先
進
的
な
シ

ー
ズ
が
あ
る
こ
と
」、
③
「
役
割
分
担
と
双
方

の
立
場
の
理
解
と
尊
重
」、
目
標
の
共
有
で
あ

る
。
我
が
国
に
お
い
て
は
①
が
一
番
大
切
だ
と

思
っ
て
い
る
。

４
． 
公
共
事
業
依
存
型
か
ら
科
学
技
術
駆
動
型

に
よ
る
地
域
社
会
の
発
展
へ

　

こ
れ
ま
で
地
域
経
済
の
発
展
を
支
え
て
き
た

も
の
は
、
主
に
①
地
方
交
付
税
、
②
公
共
事
業

へ
の
補
助
金
、
③
工
場
誘
致
、
④
税
制
の
特
別

優
遇
措
置
で
あ
っ
た
。
戦
後
の
、
い
わ
ゆ
る
キ

ャ
ッ
チ
ア
ッ
プ
時
代
に
は
、
こ
れ
ら
の
手
法
は

非
常
に
効
果
的
に
機
能
し
た
と
思
っ
て
い
る
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
例
え
ば
公
共
事
業
へ
の
補

助
金
だ
が
、
こ
れ
ま
で
行
わ
れ
て
き
た
公
共
事

業
を
中
心
と
し
た「
画
一
的
な
イ
ン
フ
ラ
整
備
」

は
、
国
の
財
政
支
出
を
拡
大
さ
せ
る
と
と
も
に
、

地
方
財
政
に
も
負
債
の
増
大
と
い
う
長
期
的
・

構
造
的
な
問
題
を
も
た
ら
し
て
し
ま
っ
た
。
今

や
、
公
共
事
業
だ
け
に
依
存
し
た
地
域
経
済
振

興
策
の
効
果
に
限
界
が
見
え
て
き
た
こ
と
は
明

ら
か
で
あ
る
。
今
後
、「
地
域
経
済
が
自
立
型
で
、

か
つ
持
続
的
に
発
展
」
し
て
い
く
た
め
に
は
、

こ
れ
ま
で
の
手
法
に
加
え
、
地
域
の
人
々
の
持

つ
知
識
と
知
恵
を
最
大
限
活
か
し
、
そ
れ
を
財

産
に
し
つ
つ
新
た
な
豊
か
さ
を
創
出
し
て
い
く

必
要
が
あ
る
と
思
っ
て
い
る
。

　

そ
の
た
め
に
は
ま
ず
地
域
の
産
学
官
、
つ
ま

り
地
域
の
企
業
・
大
学
・
行
政
機
関
が
連
携
、

協
力
し
て
、
産
業
の
空
洞
化
を
上
回
る
ス
ピ
ー

ド
で
優
れ
た
技
術
を
開
発
し
、
新
事
業
を
力
強

リレー連
載



@sano
知識基盤社会における大学の改革の方向性

＜基本認識＞　○21世紀、知識基盤社会（Knowledge-Based Society）
　　　　　　　　： 新しい知識、情報、技術が社会（政治、経済、文化等）のあらゆる

活動の基盤
　　　　　　　　　⇒　国公私立大学の多様性が、
　　　　　　　　　　　　　　　　　創造力の源であり、我が国の国力の基盤
　　　　　　　○ 大学の使命　⇒　教育
　　　　　　　　　　　　　　　　 研究
　　　　　　　　　　　　　　　　 社会貢献（第3の使命）
個性・特色ある「理念」、「ビジョン」などの教育・研究組織としての経営戦略
の明確化
　　「ビジョナリー・ユニバーシティ (Visionary University)」へ
 ※ 理事側と教学側が同じ目標に進むことがKey ！
①グローバル･スタンダードでの教育・研究の質の保証と、ローカルな面からのニーズへの対応
② “Not four years, But forty years”　⇒　卒業生の一生涯の品質保証
③「大学は一生涯に２度行くところ」という時代に応える教育・研究内容と質の提供
④地域の幼・初・中・高等教育及び生涯教育、知識・文化、経済活性化の中核拠点に！
⑤ 事務局能力の強化と、資金調達の多様化

5

第 1 1 9 号 平成 1 9 年 1 1 月 1 日

く
展
開
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
つ
ま

り
、
こ
れ
ま
で
の
「
公
共
事
業
依
存
型
の
地
域

経
済
の
発
展
」
か
ら
、
い
わ
ば
「
科
学
技
術
駆

動
型
に
よ
る
地
域
の
経
済
社
会
の
発
展
」
を
目

指
す
こ
と
が
肝
要
と
な
る
。

５
． 

国
公
私
立
大
学
の
多
様
性
が
創
造
力
の

　
　

源
で
あ
り
国
力
の
基
盤

　

大
学
等
の
基
礎
研
究
を
着
実
に
推
進
し
、
そ

の
成
果
か
ら
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
起
こ
す
こ
と

が
求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
は
冒
頭
述
べ
た
が
、

ま
さ
に
二
十
一
世
紀
は
知
識
基
盤
社
会

（K
now
ledge-Based Society

）
で
あ
る
。
知

識
基
盤
社
会
で
は
、
新
し
い
知
識
・
情
報
・
技

術
が
政
治
・
経
済
・
文
化
等
の
社
会
の
あ
ら
ゆ

る
活
動
の
基
盤
に
な
っ
て
い
く
。
こ
の
よ
う
な

知
識
基
盤
社
会
に
お
い
て
は
、〝
国
公
私
立
大

学
、
全
て
の
高
等
教
育
機
関
の
多
様
性
が
創
造

力
の
源
で
あ
り
、
我
が
国
の
国
力
の
基
盤
〞
だ

と
認
識
し
て
い
る
。

６
．
理
事
側
と
教
学
側
が
同
じ
目
標
に

　
　

向
か
っ
て

　

大
学
の
使
命
に
は
、
教
育
、
研
究
そ
し
て
第

三
の
使
命
と
し
て
社
会
貢
献
が
あ
る
が
、
各
大

学
は
、
個
性
・
特
色
あ
る
「
理
念
」、「
ビ
ジ
ョ

ン
」
な
ど
の
教
育
・
研
究
組
織
と
し
て
の
経
営

戦
略
の
明
確
化
を
図
り
、
ビ
ジ
ョ
ナ
リ
ー
・
ユ

ニ
バ
ー
シ
テ
ィ
を
目
指
し
、
理
事
側
と
教
学
側

が
同
じ
目
標
に
進
む
こ
と
が
重
要
だ
と
思
っ
て

い
る
。

　

具
体
的
な
大
学
改
革
の
方
向
性
は
、
①
グ
ロ

ー
バ
ル
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
で
の
教
育
・
研
究
の
質

の
保
証
と
、
ロ
ー
カ
ル
な
面
か
ら
の
ニ
ー
ズ
へ

の
対
応
、
②
卒
業
生
の
一
生
涯
の
品
質
保
証
、

③「
大
学
は
生
涯
に
わ
た
り
二
度
行
く
と
こ
ろ
」

と
い
う
時
代
に
応
え
る
教
育
・
研
究
内
容
と
質

の
提
供
、
④
地
域
の
幼
・
初
・
中
・
高
等
教
育

お
よ
び
生
涯
教
育
、
知
識
・
文
化
、
経
済
活
性

化
の
中
核
拠
点
に
位
置
付
け
ら
れ
る
こ
と
、
⑤

事
務
局
機
能
の
強
化
と
資
金
調
達
の
多
様
化
、

の
五
点
で
あ
る
。

７
．
卒
業
生
の
一
生
涯
の
品
質
保
証

　

②
の
「
卒
業
生
の
一
生
涯
の
品
質
保
証
」
に

つ
い
て
だ
が
、
私
が
十
五
年
前
に
ス
タ
ン
フ
ォ

ー
ド
大
学
に
留
学
し
た
時
に
副
学
長
と
懇
談
す

る
機
会
が
あ
り
、
そ
の
時
言
わ
れ
た
言
葉
を
今

で
も
覚
え
て
い
る
。
わ
が
ス
タ
ン
フ
ォ
ー
ド
大

学
は
〝N

ot four years, But forty years

〞

だ
と
言
う
の
で
あ
る
。
つ
ま
り
「
ス
タ
ン
フ
ォ

ー
ド
大
学
は
、
あ
な
た
の
四
年
間
の
た
め
に
だ

け
存
在
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
く
、
あ
な
た
の

四
十
年
の
た
め
に
存
在
し
て
い
る
」
と
。
卒
業

生
の
一
生
涯
の
品
質
保
証
を
大
学
は
担
っ
て
い

る
の
だ
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
一
生
涯
忘
れ
な

い
言
葉
だ
と
思
っ
て
お
り
、
日
本
の
大
学
も
卒

業
生
の
一
生
涯
の
品
質
保
証
の
た
め
に
、
今
後

何
を
行
う
べ
き
か
を
も
っ
と
考
え
て
い
く
べ
き

で
あ
る
。

８
．
大
学
は
生
涯
に
二
度
行
く
と
こ
ろ

　

ま
た
、
私
は
近
い
将
来
、
③
の
「
大
学
は
生

涯
に
わ
た
り
二
度
行
く
と
こ
ろ
」
と
い
う
時
代

が
必
ず
来
る
と
思
っ
て
い
る
。
科
学
技
術
分
野

の
進
展
は
め
ま
ぐ
る
し
い
も
の
が
あ
り
、
例
え

ば
ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
や
ヒ
ト
ゲ
ノ
ム
に
し
て

も
、
今
、
そ
の
関
係
分
野
に
お
い
て
企
業
な
ど

で
世
界
的
な
競
争
を
し
て
い
る
人
達
に
と
っ
て

必
要
不
可
欠
な
知
識
で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

十
年
以
上
前
に
大
学
を
卒
業
し
た
者
に
と
っ
て

は
、
そ
れ
を
体
系
的
・
包
括
的
に
勉
強
す
る
機

会
は
な
か
っ
た
。
最
先
端
技
術
と
い
う
の
は
非

常
に
進
歩
が
著
し
い
も
の
な
の
で
、
常
に
日
本

が
ト
ッ
プ
を
目
指
し
て
い
く
た
め
に
は
大
学
に

も
う
一
度
行
き
、
最
先
端
科
学
技
術
を
学
ぶ
機

会
が
必
要
と
な
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
こ
の

こ
と
は
科
学
技
術
分
野
に
限
っ
た
こ
と
で
は
な

く
、
例
え
ば
小
中
学
校
の
全
て
の
教
員
も
、
教

育
環
境
が
め
ま
ぐ
る
し
く
変
化
す
る
中
で
、
就

職
後
十
年
あ
る
い
は
十
五
年
と
い
う
よ
う
な
段

階
に
お
い
て
、
も
う
一
度
自
分
の
教
育
方
法
等

を
見
つ
め
直
し
、
大
学
に
お
い
て
勉
強
し
直
す

こ
と
が
必
要
な
の
で
は
な
い
か
と
思
っ
て
い
る
。

こ
う
い
っ
た
教
員
養
成
を
行
う
こ
と
が
、
全
体

と
し
て
教
育
の
質
の
保
証
に
つ
な
が
る
の
で
は

な
い
だ
ろ
う
か
。

　

こ
の
よ
う
に
様
々
な
分
野
で
、
大
学
は
生
涯

に
わ
た
り
二
度
行
く
時
代
と
い
う
要
請
に
応
え

る
教
育
・
研
究
内
容
の
提
供
と
質
の
保
証
を
図

っ
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

９
．
競
争
的
環
境
を
「
好
機
」
と
捉
え
る

　

二
十
一
世
紀
「
知
識
基
盤
社
会
」
に
お
い
て

は
、
大
学
の
高
等
教
育
の
重
要
性
、
必
要
性
は

高
ま
る
ば
か
り
で
あ
る
。
目
立
た
な
い
大
学
で

も
、
い
か
に
質
の
高
い
教
育
・
研
究
を
提
供
す

る
か
、
い
か
に
社
会
に
貢
献
す
る
か
、
ま
た
、

い
か
に
経
営
改
善
努
力
を
す
る
か
で
、
信
頼
性

の
高
い
大
学
に
変
わ
れ
る
チ
ャ
ン
ス
で
も
あ
る
。

逆
に
有
名
校
で
も
そ
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
（
管
理
）

を
怠
っ
た
り
、
主
役
で
あ
る
学
生
を
忘
れ
た
経

営
を
し
た
り
す
れ
ば
、
定
員
割
れ
や
経
営
危
機

に
陥
る
可
能
性
を
は
ら
ん
で
い
る
。

　

少
子
化
の
中
、
こ
の
競
争
的
と
も
言
え
る
環

境
を
、
む
し
ろ
「
好
機
」
と
し
て
捉
え
、
教
育
・

研
究
の
質
の
向
上
や
社
会
貢
献
、
経
営
の
改
善

に
力
を
尽
く
す
こ
と
が
必
要
だ
。

今
月
の　

 　

 （
編
集
部
よ
り
）

　
「
二
十
一
世
紀
は
知
識
基
盤
社
会
」

　

大
学
の
多
様
性
が
創
造
力
の
源
と
な
る
知
識

基
盤
社
会
で
は
、
各
大
学
が
、
産
学
官
連
携
を

は
じ
め
と
し
て
、
質
の
高
い
教
育
研
究
の
提
供
、

地
域
貢
献
の
た
め
に
尽
力
す
る
こ
と
が
よ
り
重

要
と
な
る
よ
う
で
す
。

佐
野　

太
（
さ
の　

ふ
と
し
）

　

一
九
八
五
年
科
学
技
術
庁
入
庁
。
米
ス
タ

ン
フ
ォ
ー
ド
大
学
留
学
、
在
英
国
日
本
大
使

館
一
等
書
記
官
、
科
学
技
術
政
策
担
当
大
臣

秘
書
官
、
文
部
科
学
省
高
等
教
育
局
私
学
部

参
事
官
（
法
人
経
営
担
当
）、
同
研
究
振
興
局

研
究
環
境
・
産
業
連
携
課
長
な
ど
を
経
て
、
本

年
九
月
よ
り
国
立
大
学
法
人
山
梨
大
学
へ
出

向
。
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平
成
二
十
年
度
の
私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
の
概
算
要
求

は
、
総
額
で
対
前
年
度
七
〇
億
円
増
、
伸
び
率
で
二
・
一
％

増
の
三
、
三
五
〇
億
五
、
〇
〇
〇
万
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

　

そ
の
概
要
は
（
図
）
の
と
お
り
で
す
。
十
八
年
七
月
に
閣

議
決
定
し
た
「
基
本
方
針
二
〇
〇
六
」
で
は
平
成
十
九
年
度

予
算
か
ら
五
年
間
、
私
学
助
成
を
対
前
年
度
比
一
％
削
減
す

る
こ
と
を
基
本
と
す
る
と
さ
れ
ま
し
た
が
、
そ
の
後
、
改
正

教
育
基
本
法
が
成
立
し
、
国
は
私
学
振
興
に
努
め
る
規
定
が

設
け
ら
れ
た
こ
と
や
、
内
閣
官
房
に
設
置
さ
れ
た
教
育
再
生

会
議
に
よ
る
報
告
、
関
係
省
庁
連
絡
会
議
に
お
け
る
「
新
医

師
確
保
総
合
対
策
」、十
九
年
六
月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
基

本
方
針
二
〇
〇
七
」
な
ど
の
新
た
な
状
況
に
適
切
に
対
応
す

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
二
十
年
度
に
お
い
て
は
、
一

般
補
助
、
特
別
補
助
と
も
に
増
額
要
求
し
て
い
ま
す
。

（
一
）　

一
般
補
助
に
つ
い
て

　　

一
般
補
助
に
つ
い
て
は
、
教
育
再
生
会
議
の
第
二
次
報
告

や
中
央
教
育
審
議
会
答
申
に
基
づ
く
大
学
設
置
基
準
等
の
一

部
改
正
に
よ
り
、
教
育
の
質
の
保
証
を
図
る
た
め
全
大
学
に

Ｆ
Ｄ
（
フ
ァ
カ
ル
テ
ィ
・
デ
ィ
ベ
ロ
ッ
プ
メ
ン
ト
）
が
義
務

化
さ
れ
、
さ
ら
に
「
新
医
師
確
保
総
合
対
策
」
に
お
け
る
暫

定
的
な
医
学
部
の
定
員
増
が
容
認
さ
れ
た
こ
と
な
ど
に
対
応

す
る
た
め
増
額
要
求
し
て
い
ま
す
。

【
新
規
項
目
の
概
要
】　

　

◎　

Ｆ
Ｄ
支
援
経
費
（
新
規
）

　

改
正
教
育
基
本
法
が
成
立
し
、
十
八
年
十
二
月
二
十
二
日

に
公
布
・
施
行
さ
れ
た
。
同
法
に
お
い
て
は
、
大
学
に
関
し

て
、「
大
学
は
、
学
術
の
中
心
と
し
て
高
い
教
養
と
専
門
的

能
力
を
培
う
と
と
も
に
、
深
く
真
理
を
探
求
し
て
新
た
な
知

見
を
創
造
し
、
こ
れ
ら
の
成
果
を
広
く
社
会
に
提
供
す
る
こ

と
に
よ
り
、
社
会
の
発
展
に
寄
与
す
る
こ
と
と
す
る
。」
と

す
る
規
定
が
新
設
さ
れ
た(

第
七
条
）。
ま
た
、
同
法
第
九
条

（
教
員
）
は
、「
法
律
に
定
め
る
学
校
の
教
員
は
、
自
己
の
崇

高
な
使
命
を
深
く
自
覚
し
、
絶
え
ず
研
究
と
収
容
に
励
み
、

そ
の
職
責
の
遂
行
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。」「
２　

前

項
の
教
員
に
つ
い
て
は
、
そ
の
使
命
と
職
責
の
重
要
性
に
か

ん
が
み
、・
・
・
養
成
と
研
修
の
充
実
が
図
ら
れ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。」
と
定
め
て
い
る
。

　
「
高
い
教
養
と
専
門
的
能
力
を
培
う
」
と
い
う
大
学
の
基

本
的
な
役
割
を
具
現
化
す
る
た
め
に
は
、
大
学
の
授
業
の
内

容
及
び
方
法
の
改
善
を
図
る
た
め
の
組
織
的
な
研
修
及
び
研

究
を
実
施
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
そ
こ
で
十
九
年
七
月
、

中
央
教
育
審
議
会
は
、
大
学
等
に
よ
る
Ｆ
Ｄ
の
実
施
を
義
務

化
す
る
よ
う
答
申
を
し
、
こ
れ
を
踏
ま
え
、
大
学
設
置
基
準

（
昭
和
三
十
一
年
文
部
省
令
第
二
十
八
号
）
等
が
改
正
さ
れ
、

二
十
年
四
月
一
日
か
ら
、
大
学
等
が
Ｆ
Ｄ
を
実
施
す
る
こ
と

が
義
務
付
け
ら
れ
た
。

　

本
経
費
は
、
我
が
国
の
高
等
教
育
に
お
け
る
学
生
数
の
う

ち
約
八
割
を
占
め
る
私
立
大
学
等
に
お
い
て
、
大
学
教
員
の

教
育
力
向
上
の
た
め
、
Ｆ
Ｄ
が
確
実
に
実
施
さ
れ
る
よ
う
に

す
る
と
と
も
に
、
Ｆ
Ｄ
の
実
質
化
に
向
け
た
主
体
的
な
取
り

組
み
を
促
す
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
必
要
な
経
費
を
措
置
す

る
も
の
で
あ
る
。

（
二
）　

特
別
補
助
に
つ
い
て　

　

特
別
補
助
に
つ
い
て
は
、「
基
本
方
針
二
〇
〇
七
」
や
、

教
育
再
生
会
議
の
提
言
に
対
応
す
べ
く
、「
九
月
入
学
の
推

進
」
を
新
設
す
る
と
と
も
に
、
経
営
改
善
に
取
り
組
む
大
学

等
か
ら
の
ニ
ー
ズ
が
高
い
「
定
員
割
れ
改
善
促
進
特
別
支
援

経
費
」、
二
十
年
度
以
降
も
私
立
大
学
に
お
け
る
専
門
職
大

学
院
の
増
加
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
「
専
門
職
大
学
院
等

支
援
経
費
」
を
増
額
要
求
し
て
い
ま
す
。

【
新
規
及
び
増
額
項
目
の
概
要
】

　

◎　

九
月
入
学
の
推
進
（
新
規
）　　
　
　

　

十
九
年
六
月
に
教
育
再
生
会
議
に
お
け
る
第
二
次
報
告
と

し
て
、
国
際
化
・
多
様
化
を
通
じ
世
界
か
ら
優
秀
な
学
生
が

集
ま
る
大
学
に
す
る
と
の
観
点
か
ら
、「
私
立
大
学
に
お
い

平
成
二
十
年
度

私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金
の
概
算
要
求

文
部
科
学
省
高
等
教
育
局
私
学
部
私
学
助
成
課
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て
は
九
月
入
学
枠
の
設
定
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
九
月
入
学

枠
を
設
定
す
る
大
学
に
つ
い
て
私
学
助
成
に
よ
り
支
援
措
置
を

講
ず
る
」
と
の
提
言
が
な
さ
れ
、「
基
本
方
針
二
〇
〇
七
」
に

お
い
て
、「
私
立
大
学
に
お
い
て
も
、
九
月
入
学
枠
設
定
を
促

進
す
る
。」
と
さ
れ
た
。
こ
れ
ら
を
ふ
ま
え
、
新
た
に
支
援
措

置
を
講
ず
る
。

　

◎　

専
門
職
大
学
院
等
支
援
経
費
（
増
額
）

　

大
学
院
に
お
け
る
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
た
め
、
法
科

大
学
院
を
含
む
専
門
職
大
学
院
が
行
う
教
育
指
導
の
た
め
に
要

す
る
経
費
の
一
部
に
つ
い
て
、
教
育
条
件
の
維
持
向
上
や
学
生

の
経
済
的
負
担
の
軽
減
の
観
点
か
ら
重
点
的
に
支
援
を
行
う
。

二
十
年
度
か
ら
、
教
職
大
学
院
を
含
め
新
た
に
専
門
職
大
学
院

が
開
設
さ
れ
る
予
定
で
あ
り
、
こ
れ
に
伴
い
本
経
費
を
増
額
す

る
。

  

◎　

定
員
割
れ
改
善
促
進
特
別
支
援
経
費
（
増
額
）

　

学
生
定
員
割
れ
を
し
て
い
る
大
学
等
が
、
経
営
改
善
・
効
率

化
の
た
め
に
、
定
員
規
模
の
適
正
化
（
学
部
等
の
改
組
転
換
、

募
集
停
止
に
よ
る
学
部
等
数
の
削
減
、
学
生
定
員
の
削
減
等
）

を
図
る
な
ど
、
実
現
性
の
極
め
て
高
い
具
体
的
な
計
画
を
策
定

し
、
経
営
改
善
に
取
り
組
む
場
合
に
、
一
定
額
を
五
年
間
（
三

年
目
に
中
間
評
価
を
実
施
）
補
助
す
る
。
本
経
費
は
十
九
年
度

よ
り
措
置
を
行
っ
て
い
る
が
、
経
営
改
善
に
取
り
組
む
大
学
等

か
ら
の
ニ
ー
ズ
が
高
い
こ
と
か
ら
、
補
助
対
象
校
の
増
加
を
図

る
。

○教育基本法の改正　大学、私立学校に関する規定の新設、教員に関する規定の改正

第七条　大学は、学術の中心として、高い教養と専門的能力を培うとともに、深く真理を探求して新たな知見を創造し、…
第八条　私立学校の有する公の性質及び学校教育において果たす重要な役割にかんがみ、国及び地方公共団体は、  
　その自主性を尊重しつつ、助成その他の適当な方法によって私立学校教育の振興に努めなければならない。
第九条　法律に定める学校の教員は、自己の崇高な使命を深く自覚し、絶えず研究と修養に励み、……。
２　前項の教員については、その使命と職責の重要性にかんがみ、…養成と研修の充実が図られなければならない。

○経済財政改革基本方針２００７（平成19年6月閣議決定）
　・教育の質の保証、９月入学枠設定の促進
○社会総がかり教育再生を－第二次報告－（平成19年6月教育再生会議）
　・教育の質の保証（全大学へのＦＤの義務付け）
　・ ９月入学枠設定の促進、９月入学を設定する大学について、私学助成
により支援措置を講ずる

○大学設置基準等の改正（平成19年7月31日公布、平成20年4月1日施行）
　・ 第二十五条の三　大学は、当該大学の授業内容及び方法の改善を図る
ための組織的な研修及び研究を実施するものとする。

一般補助の拡充　2,226億円（58億円増）
・医学部定員増　　　　　 ……１億円増

・ＦＤ支援経費（新設）　　……57億円増

特別補助の拡充　1,124.5億円(12億円増）

○新医師確保総合対策
・ 医師不足県における医師養成数の
暫定的な調整
・ 自治医科大学における暫定的な定
員の調整

（ ） （ ）

（図）平成20年度私立大学等経常費補助金の概算要求の概要

・９月入学の推進（新設）など
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１　
加
入
者
証
等
の
更
新
と
は

　

加
入
者
記
録
や
被
扶
養
者
の
適
否
を
再
確
認

し
、
療
養
の
給
付
又
は
家
族
療
養
の
給
付
の
適

正
な
給
付
を
確
保
す
る
た
め
に
行
う
も
の
で
、

本
年
が
そ
の
更
新
時
期
に
あ
た
り
ま
す
。

２　
更
新
の
対
象
者

　

十
九
年
十
一
月
三
十
日
現
在
加
入
者
で
あ
っ

て
同
年
十
二
月
一
日
に
引
き
続
き
加
入
者
で
あ

る
人
が
対
象
と
な
り
ま
す
。

３　
更
新
加
入
者
証
等
の
交
付

　

私
学
事
業
団
か
ら
交
付
さ
れ
た
更
新
加
入
者

証
等
は
、
十
九
年
十
二
月
一
日
を
も
っ
て
旧
加

入
者
証
等
と
引
き
替
え
に
対
象
者
に
渡
し
て
く

だ
さ
い
。

　

な
お
、
旧
加
入
者
証
等
に
つ
い
て
は
、
回
収

加
入
者
証
の
更
新

十
二
月
一
日
か
ら
加
入
者
証
が
新
し
く
な
り
ま
す

　

現
在
加
入
者
や
遠
隔
地
に
い
る
被
扶
養
者
に
交
付
し
て
い
る
加
入
者
証
及

び
遠
隔
地
被
扶
養
者
証（
以
下
「
加
入
者
証
等
」
と
い
い
ま
す
。）は
、
平
成
十

九
年
十
一
月
三
十
日
で
有
効
期
限
が
切
れ
、
十
二
月
一
日
以
降
は
使
用
で
き

な
く
な
り
ま
す
。

　

新
し
い
加
入
者
証
等
は
、
十
一
月
中
旬
に
各
学
校
法
人
等
あ
て
に
送
付
し

ま
す
。

さ
れ
る
よ
う
お
願
い
し
ま
す
。

４　
旧
加
入
者
証
等
の
取
り
扱
い

　

加
入
者
か
ら
回
収
し
た
旧
加
入
者
証
等
は
、

本
事
業
団
あ
て
に
返
納
し
て
い
た
だ
く
か
、
又

は
学
校
法
人
等
に
お
い
て
一
年
間
厳
重
に
保
管

し
た
後
に
、
学
校
法
人
等
が
責
任
を
も
っ
て
廃

棄
し
て
い
た
だ
く
か
、
い
ず
れ
か
を
選
択
し
、

「
加
入
者
証
等
更
新
結
果
報
告
書
」
に
よ
り
十

九
年
十
二
月
十
七
日
（
月
）
ま
で
に
報
告
し
て

く
だ
さ
い
。

※  

個
人
情
報
に
か
か
る
も
の
で
す
か
ら
保
管
に

あ
た
っ
て
は
機
密
保
持
等
に
十
分
留
意
し
て

く
だ
さ
い
。

５　
更
新
加
入
者
証
等
の
取
り
扱
い

①
更
新
加
入
者
証
等
が
交
付
さ
れ
た
ら
直
ち
に

記
載
事
項
を
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。
記
載
事
項

に
誤
り
が
あ
る
場
合
は
、
所
定
の
訂
正
申
出
書

又
は
加
入
者
・
被
扶
養
者
異
動
報
告
書
に
よ
り

学
校
法
人
等
を
経
由
の
う
え
速
や
か
に
申
し
出

て
く
だ
さ
い
。

②
更
新
加
入
者
証
等
の
加
入
者
住
所
欄
は
必
ず

記
入
し
て
使
用
し
て
く
だ
さ
い
。

③
更
新
の
時
期
に
被
扶
養
者
の
認
定
・
取
消
申

請
、
氏
名
訂
正
等
の
異
動
報
告
書
を
提
出
さ
れ

て
い
る
場
合
は
、
事
務
処
理
の
関
係
上
、
更
新

加
入
者
証
等
は
異
動
前
の
内
容
と
な
っ
て
い
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。
異
動
後
の
加
入
者
証
等
は
、

異
動
処
理
確
認
後
に
順
次
送
付
し
ま
す
が
、
そ

れ
ま
で
の
間
に
診
療
を
受
け
る
と
き
は
、
本
事

業
団
の
処
理
状
況
を
確
認
の
う
え
学
校
法
人
等

で
療
養
資
格
証
明
書
を
交
付
し
て
く
だ
さ
い
。

④
更
新
加
入
者
証
等
に
つ
い
て
も
、
加
入
者
や

被
扶
養
者
の
資
格
が
な
く
な
っ
た
と
き
は
、
直

ち
に
回
収
の
う
え
、
返
納
し
て
く
だ
さ
い
。

６　
資
格
取
得
年
月
日
欄
等
の
表
示

　

加
入
者
証
等
の
「
資
格
取
得
年
月
日
」
欄
及

び
「
被
扶
養
者
認
定
年
月
日
」
欄
は
、
現
在
の

加
入
者
番
号
を
取
得
し
た
年
月
日
を
表
示
し
て

い
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
資
格
継
続
・
所
属
学

校
等
変
更
者
は
、
後
任
校
の
資
格
取
得
年
月
日

が
記
載
さ
れ
ま
す
。

７　 
長
期
給
付
だ
け
の
適
用
を
受

け
る
加
入
者
に
つ
い
て

　

長
期
給
付
だ
け
の
適
用
を
受
け
る
加
入
者

（
丙
種
校
所
属
加
入
者
）
に
対
し
て
は
、
加
入

者
資
格
証
を
交
付
し
て
い
ま
す
が
、
加
入
者
資

格
証
に
つ
い
て
は
更
新
の
対
象
と
な
り
ま
せ
ん

の
で
、
福
祉
施
設
等
利
用
証
の
み
を
交
付
し
ま

す
。

【
福
祉
施
設
等
利
用
証
】
と
は

　

本
事
業
団
の
直
営
宿
泊
施
設
や
保
健
事
業
で

契
約
す
る
厚
生
施
設
、
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
等
を

利
用
す
る
場
合
に
加
入
者
証
等
の
代
わ
り
に
使

用
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
加
入
者
証
等
と
切

り
離
し
て
使
用
し
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
同
利
用
証
は
、
加
入
者
と
そ
の
被
扶

養
者
以
外
は
使
用
で
き
ま
せ
ん
。

共
済
業
務
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研修会 会場・日程等一覧
会　　　場 コース 実　施　日 定 員 研 修 内 容

札幌ガーデンパレス 2日 １月23日(水)～１月24日(木) 30名 共済業務全般

仙台ガーデンパレス 2日 １月23日(水)～１月24日(木) 30名 共済業務全般

東京ガーデンパレス

1日 １月28日(月) 40名 資格・短期

1日 １月29日(火) 40名 長期

1日 １月30日(水) 40名 資格・短期

1日 １月31日(木) 40名 長期

名古屋ガーデンパレス 2日 １月30日(水)～１月31日(木) 45名 共済業務全般

京都ガーデンパレス 2日 １月30日(水)～１月31日(木) 40名 共済業務全般

大阪ガーデンパレス 2日 １月16日(水)～１月17日(木) 40名 共済業務全般

広島ガーデンパレス 2日 １月23日(水)～１月24日(木) 40名 共済業務全般

福岡ガーデンパレス 2日 １月16日(水)～１月17日(木) 45名 共済業務全般

　私学共済制度の業務内容や事務手続きなどを習得していただくため、今回も本年度第１回研修会と同様、
基礎的事項を中心とした事務担当者研修会を各ガーデンパレスで開催します。詳しくは、１０月分掛金納付通
知書（１１月中旬送付）に同封します「開催案内」をご覧ください。

◆参加対象者等

　・学校法人等の共済事務担当者
　・各学校から２名まで
　・申し込みは１コースのみ

◆研修内容

　① ２日コース
　　 私学共済の共済業務全般について、基礎的な業務

内容の研修を行います。
　② １日コース
　　 私学共済制度の業務内容の中で、研修希望の多い

資格・短期及び長期をテーマに基礎的な研修と事務
手続きの演習を行います。

◆申し込み方法等

　① 申し込み期限
　　 開催案内の「平成１９年度第２回私学共済事務担当

者研修会参加申込書」により、 11 月 30 日（金）【必着】
までに共済事業本部あて郵送によりお申し込みくだ
さい。

　② 参加通知
　　 申し込み者数が各コースの定員を超えた場合は抽選

により参加者を決定します。なお、参加の可否は12
月中旬までに学校法人等あてにお知らせします。

平成19年度　第2回　私学共済事務担当者研修会
1月16日（水）～1月31日（木）
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平
成
二
十
年
度
か
ら
始
ま
る
「
特
定
健
診
・

特
定
保
健
指
導
」
で
は
、
メ
タ
ボ
リ
ッ
ク
シ
ン

ド
ロ
ー
ム
に
着
目
し
た
健
診
に
よ
り
保
健
指
導

を
必
要
と
す
る
対
象
者
を
選
定
し
、
生
活
習
慣

病
の
発
症
予
防
、
重
症
化
・
合
併
症
へ
の
進
行

予
防
を
目
的
と
し
て
保
健
指
導
を
実
施
し
ま
す
。

　

本
誌
十
月
号
に
て
お
知
ら
せ
し
た
と
お
り
、

現
在
、
本
事
業
団
で
は
、
二
十
年
度
か
ら
の
円

滑
な
実
施
に
向
け
、
国
の
定
め
る
基
準
に
基
づ

く
実
施
体
制
作
り
を
進
め
て
い
ま
す
。

　

今
回
は
、
特
定
健
診
等
の
対
象
者
、
現
段
階

で
予
定
し
て
い
る
特
定
健
診･

特
定
保
健
指
導

の
実
施
方
法
及
び
学
校
法
人
等
か
ら
の
健
診
デ

ー
タ
の
提
供
方
法
及
び
個
人
情
報
の
取
り
扱
い

等
の
概
要
案
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

■ 

特
定
健
診
等
の
対
象
者

　

実
施
年
度
中
に
四
十
歳
か
ら
七
十
四
歳
に
な

り
、
年
度
途
中
に
資
格
の
取
得
・
喪
失
等
の
異

動
が
な
い
短
期
給
付
を
受
け
る
加
入
者
（
任
意

継
続
加
入
者
を
含
む
）
及
び
被
扶
養
者

　

＊ 

妊
産
婦
そ
の
他
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め

る
者
（
海
外
在
住
、
長
期
入
院
等
）
は
対

象
者
か
ら
除
外
し
ま
す
。

　
■  

特
定
健
診･

特
定
保
健
指
導
の

実
施
方
法

⑴ 
特
定
健
診
の
方
法
・
費
用

①  

加
入
者

　

 　

毎
年
一
回
、
学
校
法
人
等
の
実
施
す
る
定

期
健
康
診
断
結
果
の
中
か
ら
特
定
健
診
に
関

す
る
デ
ー
タ
を
原
則
と
し
て
学
校
法
人
等
を

経
由
の
う
え
本
事
業
団
に
提
出
し
て
い
た
だ

き
ま
す
。
健
診
に
要
す
る
費
用
は
学
校
法
人

等
の
負
担
と
な
り
ま
す
。

　

＊ 

「
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
」

第
二
十
一
条
に
よ
り
学
校
法
人
等
の
実
施

す
る
定
期
健
康
診
断
が
優
先
さ
れ
ま
す
。

②  

被
扶
養
者

　

 　

毎
年
一
回
、
本
事
業
団
か
ら
学
校
法
人
等

及
び
加
入
者
を
経
由
の
う
え
、
健
診
の
案
内

書
と
「
特
定
健
康
診
査
受
診
券
」
を
送
付
し

ま
す
。

　
　

案
内
書
に
従
い
本
事
業
団
が
委
託
す
る
健

　

  

診
機
関
に
お
い
て
受
診
し
て
い
た
だ
く
予

定
で
す
。
健
診
に
要
す
る
費
用
は
、
原
則

と
し
て
本
事
業
団
が
負
担
す
る
方
向
で
検

討
中
で
す
。

③   

任
意
継
続
加
入
者
及
び
そ
の
被
扶
養
者　

　

毎
年
一
回
、
本
事
業
団
か
ら
健
診
の
案

内
書
と
「
特
定
健
康
診
査
受
診
券
」
を
送

付
し
ま
す
。

　

 　

案
内
書
に
従
い
本
事
業
団
が
委
託
す
る
健

診
機
関
に
お
い
て
受
診
し
て
い
た
だ
く
予
定

で
す
。
健
診
に
要
す
る
費
用
は
、
原
則
と
し

て
本
事
業
団
が
負
担
す
る
方
向
で
検
討
中
で

す
。　

⑵ 

特
定
保
健
指
導
の
方
法
・
費
用

　

毎
年
一
回
、
特
定
健
診
の
結
果
を
階
層
化
し
、

保
健
指
導
（
動
機
付
け
支
援･

積
極
的
支
援
）

の
対
象
に
な
っ
た
加
入
者
及
び
被
扶
養
者
へ
本

事
業
団
か
ら
特
定
保
健
指
導
の
案
内
書
と
「
特

定
保
健
指
導
利
用
券
」
を
送
付
し
ま
す
。
な
お
、

案
内
書
と
「
特
定
保
健
指
導
利
用
券
」
は
、
加

入
者
は
学
校
経
由
で
、
被
扶
養
者
・
任
意
継
続

加
入
者
及
び
そ
の
被
扶
養
者
へ
は
、
直
接
自
宅

あ
て
に
送
付
す
る
予
定
で
す
。

　

案
内
書
に
従
い
本
事
業
団
が
委
託
す
る
保
健

指
導
機
関
に
お
い
て
受
け
て
い
た
だ
く
予
定
で

す
。
保
健
指
導
に
要
す
る
費
用
は
、
対
象
者
に

も
一
部
負
担
し
て
い
た
だ
く
方
向
で
検
討
中
で

す
。

⑶  

私
学
事
業
団
の
委
託
す
る
健
診
機
関
・

保
健
指
導
機
関

　

全
国
に
散
在
す
る
対
象
者
が
身
近
に
健
診
・

保
健
指
導
を
受
け
る
た
め
に
は
、
全
国
各
地
に

あ
る
健
診
・
保
健
指
導
機
関
と
委
託
契
約
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
が
、
本
事
業
団
が
個
々
の
機

関
と
個
別
に
契
約
す
る
方
法
は
膨
大
な
事
務
コ

ス
ト
が
発
生
し
ま
す
。
こ
の
問
題
を
解
消
し
、

円
滑
に
健
診
・
保
健
指
導
を
実
現
さ
せ
る
た
め
、

本
事
業
団
等
の
個
々
の
医
療
保
険
者
と
個
々
の

健
診
・
保
健
指
導
機
関
が
グ
ル
ー
プ
化
し
て
委

託
契
約
を
す
る
集
合
契
約
の
方
法
が
望
ま
し
い

と
考
え
て
い
ま
す
。

　

現
在
、
市
町
村
国
保
の
特
定
健
診
等
の
枠
組

み
を
利
用
す
る
集
合
契
約
（
都
道
府
県
単
位
の

保
険
者
協
議
会
に
お
け
る
代
表
保
険
者
と
都
道

府
県
内
の
地
区
医
師
会
等
と
が
契
約
）
や
全
国

組
織
の
健
診
機
関
等
の
グ
ル
ー
プ
（
日
本
人
間

ド
ッ
ク
学
会･

日
本
病
院
会･

全
日
本
病
院
協

会
・
結
核
予
防
会
等
）
と
の
集
合
契
約
を
検
討

し
て
い
ま
す
。
詳
細
は
決
ま
り
次
第
お
知
ら
せ

し
ま
す
。

■  

学
校
法
人
等
か
ら
の
健
診
デ

ー
タ
の
提
供
方
法

⑴ 

健
診
デ
ー
タ
の
提
供
方
法

　

次
の
①
か
ら
③
の
方
法
の
い
ず
れ
か
の
方
法

私
学
事
業
団
が
実
施
す
る
特
定
健
診
・
特
定
保
健
指
導

　
　
　

― 

平
成
二
十
年
度
か
ら
メ
タ
ボ
リ
ッ
ク
シ
ン
ド
ロ
ー
ム
に
着
目
し
た

 

健
診
と
保
健
指
導
が
始
ま
り
ま
す 

―　
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で
提
供
し
て
い
た
だ
く
予
定
で
す
。

　

特
定
健
診
等
を
円
滑
に
低
コ
ス
ト
で
実
施
す

る
た
め
に
は
、
定
期
健
康
診
断
結
果
を
電
子
的

な
デ
ー
タ
で
提
供
し
て
い
た
だ
く
こ
と
が
重
要

と
な
り
ま
す
の
で
、
で
き
る
だ
け
①
②
の
形
態

に
よ
り
提
供
し
て
く
だ
さ
る
よ
う
ご
協
力
く
だ

さ
い
。

　

＊ 

「
特
定
健
康
診
査
及
び
特
定
保
健
指
導
の

実
施
に
関
す
る
基
準（
仮
称
）」（
平
成
二

十
年
四
月
一
日
施
行
予
定
）
に
お
い
て
は
、

事
業
主
等
（
学
校
法
人
等
）
が
行
う
定
期

健
康
診
断
に
関
す
る
記
録
の
写
し
を
提
供

す
る
と
き
に
は
、
電
磁
的
記
録
を
記
録
し

た
光
デ
ィ
ス
ク
等
に
よ
り
提
供
す
る
方
法
、

そ
の
他
適
切
な
方
法
に
よ
り
行
う
も
の
と

す
る
と
規
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

① 　

委
託
す
る
健
診
機
関
に
て
国
の
標
準
的
な

電
子
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル
の
仕
様
（
Ｘ
M
Ｌ
形

式
）
を
満
た
し
た
電
子
的
記
録
を
作
成
し
、

本
事
業
団
へ
送
付

　

＊ 

学
校
法
人
等
に
お
い
て
、
定
期
健
康
診
断

の
実
施
を
健
診
機
関
に
委
託
す
る
際
は
、

別
途
本
事
業
団
に
提
出
す
る
特
定
健
診
に

関
す
る
提
出
用
デ
ー
タ
を
国
の
標
準
的
な

デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル
仕
様
に
よ
り
作
成
し
た

電
子
的
記
録
媒
体
で
提
供
で
き
る
よ
う
ご

協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

② 　

学
校
法
人
等
又
は
健
診
機
関
に
て

C
S
V
フ
ァ
イ
ル
等
の
電
子
デ
ー
タ
を
作

成
し
本
事
業
団
へ
送
付

③　

紙
に
よ
る
デ
ー
タ
を
本
事
業
団
へ
送
付

⑵ 

デ
ー
タ
の
内
容

　

特
定
健
診
に
か
か
る
健
診
結
果
・
質
問
票
結

果
情
報
の
ほ
か
に
本
人
の
郵
便
番
号
・
住
所

･

加
入
者
番
号
等
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

（
表
参
照
）

⑶ 

送
付
方
法

　

書
留･

簡
易
書
留
も
し
く
は
配
達
証
明･

宅
配

便
等
に
よ
る
受
領
確
認
が
可
能
な
方
法
に
よ
り

提
供
し
て
い
た
だ
く
予
定
で
す
。

■ 

個
人
情
報
の
取
り
扱
い　

　

特
定
健
診
等
の
実
施
に
あ
た
っ
て
は
、
個
人

情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
及
び
同
法
に
基
づ

く
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
に
定
め
る
事
項
を
遵
守
し
、

情
報
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て
は
十
分
に
配
慮
し

ま
す
。

表　　健診データの提供内容

主　な　必　要　項　目　（抜　粋）

受診情報 健診実施年月日

特定健診(受診)機関情報 特定健診機関番号、名称、郵便番号、所在地、電話番号
(＊)特定健診機関番号を取得していない健診機関で定期健康診断を実施した場合は機関番号の入力は不要。

受診者情報 私学事業団の保険者番号（34130021）、加入者番号、氏名、生年月日、男女区分、郵便番号、住所

健診結果･質問票結果
情報

健診項目名、質問項目・回答、（健診項目等の標準コード）、データ値、単位

健診項目:　①既往歴の調査（質問票（*1）による調査）　②自覚症状および他覚症状の有無の検査
③身長、体重及び腹囲の検査（*2）　④BMIの測定　⑤血圧の測定　⑥GOT,GPT及びγ‐GTP の
検査（肝機能検査）　⑦中性脂肪、HDLコレステロール、LDLコレステロールの量の検査（血中脂
質検査）　⑧血糖検査　⑨尿中の糖および蛋白の有無の検査（尿検査）　⑩前各号に掲げるもののほ
か、医師が必要と認めたときに行う項目として厚生労働大臣が定めるもの（貧血検査、心電図及び
眼底検査）

（*1）質問票の質問項目については次ページを参照してください。
（*2）腹囲の測定は厚生労働大臣が定める次の基準に基づき医師が必要でないと認めるときは省略可。
　　 ①BMIが20未満の者　②自ら腹囲を測定し、その値を申告した者（BMIが22未満の者に限る。）

※ 血液検査データの標準コードは日本臨床検査学会が作成したJLAC10（ジェイラックテン）を標準的なものとし、質問項目、
身長等のJLAC10コードのない項目についてはJLAC10コード体系に準じたコードを設定。（標準コード表あり）
※ 必要項目・国の標準的なデータファイル仕様・標準コード表等の詳細は、厚生労働省のホームページにて公開されている「特
定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き」（厚生労働省保険局作成）巻末の付属資料７「標準的なデータフ
ァイル仕様：医療保険者への送付用」の中にある「特定健診データの電子的交換のためのファイル仕様（案）」の２特定健診情
報ファイル　健診結果･質問票情報（案）を参照してください。
　 厚生労働省ホームページ　http://www.mhlw.go.jp/bunya/shakaihosho/iryouseido01/info03d.html
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質　　問　　項　　目 回　　答

1-3 現在、ａからｃの薬の使用の有無

1 　ａ .　血圧を下げる薬 ①はい　②いいえ

2 　ｂ .　インスリン注射又は血糖を下げる薬 ①はい　②いいえ

3 　ｃ .　コレステロールを下げる薬 ①はい　②いいえ

4
　医師から、脳卒中（脳出血、脳梗塞等）にかかっているといわれたり、
治療を受けたことがありますか。

①はい　②いいえ

5
　医師から、心臓病（狭心症、心筋梗塞等）にかかっているといわれたり、
治療を受けたことがありますか。

①はい　②いいえ

6
　医師から、慢性の腎不全にかかっているといわれたり、治療（人工透析）
を受けたことがありますか。

①はい　②いいえ

7 　医師から、貧血といわれたことがある。 ①はい　②いいえ

8
　現在、たばこを習慣的に吸っている。
　（※「現在、習慣的に喫煙している者」とは、「合計 100本以上、又は 6
か月以上吸っている者」であり、最近 1か月間も吸っている者）

①はい　②いいえ

9 　20歳の時の体重から 10㎏以上増加している。 ①はい　②いいえ

10 　1回 30分以上の軽く汗をかく運動を週 2日以上、1年以上実施 ①はい　②いいえ

11 　日常生活において歩行又は同等の身体活動を 1日 1時間以上実施 ①はい　②いいえ

12 　ほぼ同じ年齢の同性と比較して歩く速度が速い。 ①はい　②いいえ

13 　この 1年間で体重の増減が± 3㎏以上あった。 ①はい　②いいえ

14 　人と比較して食べる速度が速い。 ①速い　②ふつう　③遅い

15 　就寝前の 2時間以内に夕食をとることが週に 3回以上ある。 ①はい　②いいえ

16 　夕食後に間食（3食以外の夜食）をとることが週に 3回以上ある。 ①はい　②いいえ

17 　朝食を抜くことが週に 3回以上ある。 ①はい　②いいえ

18 　お酒（清酒、焼酎、ビール、洋酒など）を飲む頻度
①毎日　②時々　

③ほとんど飲まない（飲めない）

19
　飲酒日の 1日当たりの飲酒量
　清酒 1合（180㎖）の目安：ビール中瓶 1本（約 500㎖）、
　焼酎 35度（80㎖）、ウイスキーダブル 1杯（60㎖）、ワイン 2杯（240㎖）

① 1合未満　② 1～ 2合未満
③ 2～ 3合未満　④ 3合以上

20 　睡眠で休養が十分とれている。 ①はい　②いいえ

21 　運動や食生活等の生活習慣を改善してみようと思いますか。

①改善するつもりはない
②改善するつもりである
　（概ね 6か月以内）
③近いうちに（概ね 1か月以内）改善
　するつもりであり、少しずつ始
　めている
④既に改善に取り組んでいる
　（6か月未満）
⑤既に改善に取り組んでいる
　（6か月以上）

22 　生活習慣の改善について保健指導を受ける機会があれば、利用しますか。 ①はい　②いいえ

標準的な質問票 　※特定健診の健診項目（前ページ表参照）のひとつであり、学校法人等の行う
　　定期健康診断にかかる質問票とは異なります。

＊ 紙で提出する場合は加入者番号・氏名等を記入してください。
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平
成
二
十
年
四
月
か
ら

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
が
ス
タ
ー
ト
し
ま
す
⑴

　

本
誌
五
月
号
で
も
お
知
ら
せ
し
ま
し
た
が
、

来
年
四
月
か
ら
「
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
」
が

創
設
さ
れ
、
こ
の
制
度
の
対
象
に
な
る
七
十
五

歳
以
上
の
加
入
者
及
び
被
扶
養
者
の
人
は
、
私

学
共
済
制
度
の
短
期
給
付
の
適
用
か
ら
除
外
さ

れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

こ
の
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
つ
い
て
、
今

回
と
次
回
十
二
月
号
の
二
回
に
分
け
て
お
知
ら

せ
し
ま
す
。
今
回
は
ま
ず
制
度
の
概
要
に
つ
い

て
、
次
回
は
私
学
共
済
制
度
上
の
変
更
点
と
事

務
取
り
扱
い
の
概
要
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま

す
。

■ 

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
概
要

制
度
の
運
営
主
体
（
広
域
連
合
）

　

 　

都
道
府
県
ご
と
に
全
市
町
村
が
参
加
し
て

設
立
さ
れ
る
広
域
連
合
が
、
保
険
料
決
定
、

賦
課
決
定
、
給
付
の
支
給
、
財
政
運
営
等
を

行
い
ま
す
。
保
険
料
の
徴
収
や
保
険
証
の
交

付
等
の
窓
口
事
務
に
つ
い
て
は
、
市
町
村
が

行
い
ま
す
。

被
保
険
者

・
七
十
五
歳
以
上
の
全
て
の
人

・
六
十
五
歳
以
上
で
、
一
定
の
障
害
の
状
態
に

あ
る
と
広
域
連
合
か
ら
認
定
を
受
け
た
人

　

 

※
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
被
保
険
者
に
な

　

 

っ
た
人
は
、
私
学
共
済
制
度
の
短
期
給
付
の

適
用
か
ら
除
外
さ
れ
ま
す
（
被
扶
養
者
の
場

合
は
取
り
消
し
）。

保
険
料

・
広
域
連
合
ご
と
に
条
例
で
定
め
ら
れ
ま
す
が
、

そ
の
都
道
府
県
内
の
後
期
高
齢
者
に
関
し
て

は
、
住
ん
で
い
る
市
町
村
を
問
わ
ず
、
均
一

な
基
準
に
基
づ
く
保
険
料
と
な
り
ま
す
。

・
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加
入
す
る
直
前
ま

で
私
学
共
済
制
度
等
医
療
保
険
の
被
扶
養
者

だ
っ
た
人
に
つ
い
て
は
、
二
年
間
、
保
険
料

が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

　
（
保
険
料
は
市
町
村
の
窓
口
に
お
問
い
合
わ

せ
く
だ
さ
い
。）

保
険
料
の
徴
収

　

 　

保
険
料
の
徴
収
は
市
町
村
が
行
い
ま
す
が
、

介
護
保
険
料
と
同
様
に
年
額
十
八
万
円
以
上

の
年
金
を
受
け
て
い
る
人
は
年
金
か
ら
天
引

き
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

保
険
給
付

　

 　

現
物
給
付（
医
療
サ
ー
ビ
ス
等
）及
び
現
金

給
付（
高
額
療
養
費
の
支
給
等
）を
行
い
ま
す
。

窓
口
負
担

　

 　

一
割
負
担
（
現
役
並
み
の
所
得
を
有
す
る

人
は
三
割
負
担
）

財
政
運
営
の
仕
組
み

・
患
者
負
担
分
を
除
く
医
療
費
に
つ
い
て
は
、

公
費
約
五
割
、現
役
世
代
か
ら
の
支
援
金（
後

期
高
齢
者
支
援
金
）
約
四
割
、
後
期
高
齢
者

か
ら
保
険
料
約
一
割
を
徴
収
し
ま
す
。

・
後
期
高
齢
者
支
援
金
は
、
私
学
事
業
団
な
ど

の
各
医
療
保
険
者
が
そ
れ
ぞ
れ
の
加
入
者
数

に
応
じ
て
負
担
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

後期高齢者医療制度の財政運営の仕組み

全市町村が参加する広域連合

窓口負担

被保険者（75歳以上の人） 私学事業団などの医療保険
（共済、健保、国保）の加入者

公費（約5割）　　【国：都道府県：市町村＝4：1：1】

後期高齢者支援金（現役世代の保険料）　約4割後期高齢者の保険料　1割

医療サービス
（現物給付・
現金給付）

私学事業団など
の医療保険者

社会保険診療
報酬支払基金

掛金
（保険料）

支援金の交付

（納付）

保険料
（年金からの
天引きなど）

注：高齢者の患者負担の在り方や、75歳以上の被扶養者の後期高齢者医療制度の保険料の在り方は、現在政府
で再検討されています。
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共済業務
〒113 -     8577
文京区湯島１-  ７-  ５
☎03（3813）5321（代表）
http://www.shigakukyosai.jp/

11月の共済業務スケジュール

１日（木）
積立共済年金  後期加入申込開始
共済定期保険  後期加入申込開始

２日（金） 貸付  送金

５日（月） 貸付  10月分定期償還期限

９日（金） 貯金  払込期限（必着）

15日（木） 貸付  申込・任意償還申出締切

16日（金） アイリスプラン  つなぎ年金コース加入申込締切

20日（火） 貯金  送金

22日（木）
貸付  送金
貯金  払戻 ･解約請求締切
積立共済年金  脱退申出等締切

28日（水）
掛金  10月掛金口座振替(自振校のみ)
貸付  11月定期償還口座振替（自振校のみ）

30日（金）

貸付  翌月25日送金申込締切
掛金  10月分納期限
積立共済年金  後期加入申込締切
共済定期保険  後期加入申込締切

12月の共済業務スケジュール
３日（月） 貸付  送金

５日（水） 貸付  11月分定期償還期限

10日（月） 貯金  払込期限(必着)

14日（金） 貸付  申込・任意償還申出締切

私学事業団ホームページ　http://www.shigaku.go.jp/
（「月報私学」はホームページにも掲載しています）

共済事業本部の代表電話へのかけ間違いが大変多く
なっております。
電話番号は、お間違えのないようお願いします。

平成 19 年度末で海外保養施設の営業を終了します
　海外保養施設（ハワイ）につきましては、平成 6年 7
月にオープンして以来多くの加入者等の皆様にご利用い
ただいておりましたが、近年においては利用者が減少し、
また、修繕費の増加や現地での税金の増加等によりまし
て、収支も悪化している状況にあります。このことを踏
まえまして、20 年３月末（カウアイ島及びハワイ島のコ
ンドミニアムについては、19 年 12 月末）で営業終了す
ることとなりました。
　永年のご愛顧に感謝するとともに、ここにご案内申し
上げます。

住宅貸付借受者にかかる年末調整用証明書の送付
　平成 18 年 12 月までに住宅貸付を借り受けた人で「住
宅借入金等特別控除」の対象となる人に平成 19 年分「残
高証明書」を、11 月中旬に学校法人等あてに送付します。
＊ 19 年中に住宅貸付を受けた人及び残高証明書交付後、
借入金年末残高等に異動が生じた人にかかる確定申告用
の「残高証明書」は、20 年 1 月中旬に学校法人等あてに
送付します。

積立共済年金・共済定期保険の
後期加入申込期間

　積立共済年金・共済定期保険の後期加入申込期間はい
ずれも 11 月 1 日（木）から 11 月 30 日（金）までとな
ります。新規加入・加入内容の変更等をする場合は、加
入申込期間内にお申し込みください。
＊金融庁の指示により、積立共済年金の脱退時に終身保
険を選択される場合は、幹事会社である第一生命保険
（相）の担当者が加入者を訪問のうえ、手続きを行います。

ホームページを一部リニューアルしました
　私学共済事業ホームページを加入者や事務担当者の皆
様により有効に活用していただくため、トップページを
リニューアル等しました。 
　「様式用紙のダウンロード」コーナーなど、ご覧にな
りたいページへ簡単に入れるように見やすくレイアウト
したほか、新しく「ストレス度チェック」や「共済定期
保険のシミュレーション」ができるコンテンツを設けま
した。ぜひご利用ください。

児童手当拠出金の納付対象基準額が決定しました
　平成 19 年度の定時決定による基準額は、前年度と同
様の 184 万円となりました。定時決定による長期給付に
かかる標準給与の月額の合計が 184 万円以上となる学校
法人等については、19 年 10 月分から 20 年９月分までの
間、掛金とあわせて児童手当拠出金を納付していただく
ことになります。納付額については、「掛金・児童手当
拠出金納付通知書」に併記して通知いたします。
　なお、定時決定時の基準額により納付対象となった学
校法人等は、その後に長期給付標準給与の月額の合計額
に変動が生じても、その期間内においては、児童手当拠
出金を納付していただきます。
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INFORMATION

「私学情報センター」をご利用ください

　私学事業団では私立学校の教育条件及び経営に関する
各種の図書資料を収集整理した「私学情報センター」を
設け、私学関係者の皆様にご利用いただいています。
　規程については調べたい項目でデータベース検索する
ことも可能です。制度等の見直しや規程改正をお考えの
際、ぜひご活用ください。
　当センターでは以下の図書資料が閲覧できます。
　全国の学校法人規程集（大学法人及び短期大学法人）、
自己点検・評価報告書、シラバス、学校案内、学報、学
校法人の記念誌、学校経営に関する事務提要、法令集、
判例集など

場　　所：九段事務所 1階
開館時間：月曜日から金曜日
　　　　　（年末年始及び祝祭日を除く）
　　　　　午前 10 時から午後 4時まで

 私学経営相談センター
 ☎ 03（3230）8474・4901
 Eメール　center@shigaku.go.jp

私立学校等経常費補助金については
電子窓口をご利用ください

　本年度から、私立学校等経常費補助金の調査及び事務
連絡等につきましては、「電子窓口」を利用した掲載及
び提出をお願いしています（一部、紙媒体での提出の場
合があります）。ご面倒でも定期的に「電子窓口」をご
覧いただき、ご確認くださるようお願いします。

　助成部　補助金課　　
　☎ 03（3230）7881 ～ 7888　
　Eメール　hojokin@shigaku.go.jp

会計処理等のご質問・ご相談を承っています

　私学経営相談センターでは、会計処理をはじめとして、
人事・学務等、私学経営全般にわたるご質問、ご相談に
ついて、電話やFAX、Eメール等で随時承っております。
ぜひご利用ください。

私学経営相談センター
☎ 03（3230）8474・4901
Eメール　center@shigaku.go.jp

「月報私学」表紙写真の募集

　本誌の表紙写真を私立学校から広く募集します。下記のテーマに沿った写真をふるってご応募ください。
　採用させていただく場合には改めてご連絡します。　

○募集テーマ
　四季折々の季節感のある私立学校の学園授業風景。
授業、クラブやスポーツ活動、学校行事、キャンパ
スのシンボルやランドマーク等。

○募集写真
　デジタル（ファイルサイズ2MB程度まで）、プリ
ント、ポジいずれかの写真

○応募方法
　写真を同封又は添付の上、学校法人等名、担当者
名及び連絡先をご記入いただき、郵送もしくはメー
ルでご送付ください。

※写真は原則として返却いたしません。
※採用作品の著作権は、本事業団に帰属します。
※撮影対象の肖像権に関する責任は、応募者（学校
法人等）に帰属するものとしますので、ご了承く
ださい。なお、本誌は本事業団ホームページにも
掲載しています。

○応募・問い合わせ先
〒102-8145
東京都千代田区富士見1－10－12
日本私立学校振興・共済事業団　企画室
☎03（3230）7810 ～ 11
Eメール　kikaku@shigaku.go.jp

助成業務
〒102-  8145
千代田区富士見１-  10-  12
☎03（3230）〈ダイヤルイン〉
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【20年3月31日までの1日10組様限定】

１泊２食 １名様 ９，５００円
ただし、土・休前日及び

19年12月31日（月）～20年1月3日（木）を除く

月報私学　11月号（VOL．119）平成19年11月1日発行
編集・発行　日本私立学校振興・共済事業団　〒102-8145　東京都千代田区富士見1-10-12　☎03（3230）7810 ～ 11　（企画室）
 （禁無断転載）

お得な「 湯 島 プ ラ ン 」
  ゆったりとした快適な空間
  ビジネスやレジャーに最適
　 なアクセスです

平成１９年度融資の申込みはお早目に！
◆融資金利表 （平成 19年 11月 1日現在）

融資費目
返　済　期　間

20年以内
（うち据置2年）

10年以内
（据置年数含む）

6年以内
（据置年数含む）

校（園）舎、体育館、講堂、
遊戯室等の建築事業等並び
に校（園）地の買収事業等

（一般施設費）

 年％

2.2
 年％

1.7 
 年％

1.6 
寄宿舎、国際交流会館、セ
ミナーハウス等の建築事業
並びに当該施設建築のため
の土地買収事業等

（特別施設費）

2.3 1.8 －

校教具、通園バス等
　※ 幼稚園、特別支援学校、

専修学校が対象
（教育環境整備費）

－ －
５年６か月以内
（うち据置6か月）
1.4 

大型設備・情報技術整備等
（教育環境整備費） － 1.7 －

※ 融資金利は毎月の金利情勢により変更することがあります。
※ 上記費目以外にも災害復旧事業、公害対策事業等が対象とな
ります。

私学事業団融資は、
長期借入・固定金利・元金据置（最大２年間）・
元金均等返済です。

つまり！ 
「安定感ある返済計画」が実現します。
さらに！
老朽校舎の建替えには、利子助成制度＊があります。
事業団の融資を受けた時点から10年間、支払利息を
バックアップします。

お早めにご相談ください 問い合わせ先
（私学振興事業本部）

融資部　融資班　☎03(3230)7862 ～ 64
Ｅメール yushi@shigaku.go.jp

〒113-0034 東京都文京区湯島1－7－5　☎03（3813）6211
http://www.hotelgp-tokyo.com

■ご利用は２名様より承ります。（ツインルーム限定）
■チェックイン12 : 00　チェックアウト12 : 00
■ご利用の2日前までにお申し込みください。
■夕食はレストラン「オーロラ」でのコース料理
■朝食は和洋28品のバイキング

＊利子助成率は、以下のとおりです。
　　大　学　等　⇒　事業団の融資金利 －1. 0％ 
　　高等学校等　⇒　事業団の融資金利 －1. 5％ 

通常、事前のご相談から審査、契約、資金交付までは３ヵ月程度要します。
今年度の融資のご相談・お申込みはできる限り今月中にお願いします。

宿泊施設のご案内
http://www.shigakukyosai.jp/
インターネットで宿泊予約ができます。

成 年度融資平成１９年度融資の平成１９年度融資の
融資事業のご案内


